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○うるま市建設工事等競争入札参加資格及び指名基準等に関する規程 

平成１７年４月１日 

告示第７号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、本市が発注する建設工事及び測量、建設コンサルタント等業務委

託の契約についての競争入札参加資格及び指名競争入札に付す場合の指名基準その

他必要な事項について定めるものとする。 

（入札参加者の要件） 

第２条 建設工事の競争入札に参加することができる者は、次の各号の審査に合格した

ものでなければならない。 

（１） 入札参加適格審査 

（２） 工事施工能力審査 

（入札参加資格審査申請書の提出） 

第３条 前条に規定する審査（以下「資格審査」という。）を受けようとする者は、入

札参加資格審査申請書に関係書類を添えて、指定された期日までに市長に提出するも

のとする。 

２ 資格審査は、２年に１回定期に行うものとする。 

３ うるま市内に本店がある者について、新規に資格審査を受けようとする者は、前項

の規定による定期の資格審査を行わない年度においても随時、入札参加資格審査申請

書等を提出することができる。ただし、市長が指定する期日までに提出するものとす

る。 

（入札参加適格審査） 

第４条 第２条第１号に規定する入札参加適格審査は、次に掲げる事項について、その

適格性を審査する。 

（１） 建設業法（昭和２４年法律第１００号。以下「法」という。）第３条に規定

する許可を受けた建設業者であること。 

（２） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

しない者であること。 

（工事施工能力審査） 
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第５条 第２条第２号に規定する工事施工能力審査は、法に規定する業種ごとに行い、

土木工事、建築工事、電気工事、管工事及びその他工事については、その結果を別表

に定める等級に格付する。ただし、競争入札に参加しようとする者の少ない業種につ

いては、等級の格付を行わないことができる。 

２ 前項の審査方法は、客観的事項の審査及び主観的事項の審査により行う。 

（１） 客観的事項の審査については、法第２７条の２３第１項の規定による国土交

通大臣又は都道府県知事が作成する建設業者の経営事項審査結果に基づくものと

する。 

（２） 主観的事項の審査については、次に掲げる項目ごとに、市長が別に定める基

準に基づき算定するものとする。 

ア 本市が発注する建設工事の工事成績 

イ 指名停止の状況 

ウ 技術者の雇用人数 

エ その他市長が必要と認める加点又は減点の要素 

３ 第１項の規定による等級格付（以下「等級格付」という。）は、前項の客観的事項

と主観的事項を合計した総合点数により、うるま市建設工事等競争入札参加資格審査

委員会において、決定する。 

（名簿の登録） 

第６条 入札参加資格審査申請書の提出を受けたときは、入札参加資格を有するものと

認められる者（以下「有資格者」という。）については、入札参加資格者名簿（以下

「名簿」という。）に登録するものとする。 

２ 名簿は、総務部契約検査課に保管する。 

３ 名簿の有効期間は、登録の日から次期の定期の資格審査に基づく登録の日の前日ま

でとする。 

（審査結果通知） 

第７条 名簿に登録した有資格者に対しては、審査結果通知書を交付するものとする。 

（名簿の公表） 

第８条 市長は、前条の審査結果通知書を交付した後、業種別及び等級別に名簿に登録

された有資格者について、次に掲げる事項を一覧表により、速やかに公表する。 
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（１） 名称又は商号 

（２） 所在地 

（３） 代表者名 

（４） その他市長が必要と認める事項 

２ 名簿の公表は、総務部契約検査課において行うものとする。 

３ 名簿の公表期間は、第１項の規定による審査結果通知後から次期の定期の審査に基

づく登録の日の前日までとする。 

（変更届出書の提出） 

第９条 名簿に登録された有資格者は、その登録内容又は関係書類等に変更があったと

きは、速やかに、入札参加資格審査申請書変更届出書（以下「変更届出書」という。）

を市長に提出しなければならない。 

２ 名簿に登録された有資格者のうち、うるま市内に本店がある者については、市長が

指定する期間において、主要業種の変更又は希望業種の追加に係る変更届出書を提出

することができる。 

（入札参加者） 

第１０条 指名競争入札参加者は、名簿に登録した有資格者とする。ただし、当該等級

該当者が少数である場合、その他必要がある場合においては、当該等級を基準とし１

級上下の等級該当者による競争入札の方法によることができる。 

（指名競争入札に関する指名） 

第１１条 等級区分に対応する工事については、第５条に規定する当該等級該当者の中

から指名する。ただし、これにより難いときは、当該等級を基準とする１級上下の等

級該当者から指名することができる。 

２ 工事の特殊性その他特に必要がある場合は、発注標準金額に格付けされた当該等級

にかかわらず、名簿に登録した有資格者のうちから指名することができる。 

３ 指名を受け事前に入札を辞退した者は入札者の意思として認めることとし、これを

理由として以後の指名等について不利益な取扱いを受けるものではない。 

４ 建設工事の適正な発注及び効率的な執行その他中小建設業者の保護、育成等を図る

ため、工事の内容等を考慮して工事ごとに共同企業体を自主結成させて工事を発注す

ることができる。 
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５ 共同企業体の構成員の数は、２又は３業者とする。ただし、大規模な工事その他市

長が特に必要と認めるときは、構成員の数を、うるま市建設工事等指名業者選定委員

会において決定することができる。 

６ 建設工事に係る構成員の等級格付がなされている場合の組合せは、最上位等級に属

する者のみの組合せ又は最上位等級に属する者及び第二等級に属する者の組合せと

する。ただし、うるま市建設工事等指名業者選定委員会が必要と認める場合は、この

限りでない。 

７ 指名を受けた者の入札の辞退等によって共同企業体を結成できないときは、指名業

者の追加を行うことができる。 

（準用規定） 

第１２条 第２条第１号、第３条、第４条第２号、第６条、第７条、第８条、第９条、

第１１条第４項から第７項までの規定は、測量、建設コンサルタント等業務委託につ

いて準用する。 

（申請書様式等） 

第１３条 この規程による申請書様式等その他必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この告示は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年５月２８日告示第９１号） 

この告示は、平成１９年６月１日から施行する。 

附 則（平成２３年５月１９日告示第５８号） 

この告示は、平成２３年５月２０日から施行する。 

附 則（平成２８年２月２２日告示第２０号） 

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年２月２８日告示第３７号） 

この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月１１日告示第３７号） 

この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年２月２５日告示第４１号） 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 
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附 則（令和５年３月３１日告示第７０号） 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

別表（第５条関係） 

区分

等級 

土木工事 工事金額 建築工事 工事金額 電気、管 工事金額 

A級 ５，０００万円以上 ８，０００万円以上 １，５００万円以上

B級 ５，０００万円未満

２，５００万円以上

８，０００万円未満

３，０００万円以上

１，５００万円未満

C級 ２，５００万円未満 ３，０００万円未満― 

D級 ― ― ― 

 


